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制度と実験
─  会計基準のグローバル・コンバージェンスを題材として  ─

田　口　聡　志

本稿は，国際会計基準（IFRS:International Financial Reparting Standards.）を
中心とする会計基準のグローバル・コンバージェンス問題をひとつの例として，制度
研究における実験の重要性を明らかにすると同時に，特に企業会計制度の生成や崩壊
を実験的手法により分析する会計制度実験という新たな研究手法の重要性を明らかに
することを目的とするものである。
本稿で得られるインプリケーションは以下の 3つである。

（1）企業会計制度の分析には，会計制度実験（実験比較制度分析）の手法が有効であ
ること。

（2）各国が自国の初期採用システムを維持し続けることで，IFRSへのコンバージェン
スの流れは，長期的には崩壊する可能性があること。

（3）既存基準の品質が低く，かつ，高品質の新たな会計基準が存在する場合，当該新
基準へのコンバージェンスへ向かう力と，既存基準を維持し続けようとする力の 2
つの方向性が生じうること。逆に言えば，コンバージェンスを成功させるためには，
高品質の新たな会計基準を作ればそれですむということではなく，既存基準とのか
かわりの中で，新基準を位置付けていく必要があること。

1　イントロダクション

本稿は，国際会計基準（IFRS: International Financial Reparting Standards. 以下，

単に IFRSと略する）を中心とする会計基準のグローバル・コンバージェンス問題をひと

つの例として，制度研究における実験の重要性を明らかにすることを目的とするもので

ある。特に，企業会計制度の生成や崩壊を実験的手法により分析する会計制度実験 1）と

いう新たな研究手法の重要性を明らかにしたい。これは，会計研究に限定して言えば，こ

れまで主に制度の中身の記述や説明に焦点を当ててきた伝統的な会計制度研究と，これ

まで主に個人の意思決定問題の解明に焦点を当ててきた実験会計学 2）研究との融合を図

る新たな試みである。
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本稿が依拠する方法論は，比較制度分析（Aoki 2001, Grief 2006）と実験ゲーム理論

（Camerer 2003）とを融合した実験比較制度分析という新たなフレームワークである。第

2節では，この実験比較制度分析の概要について述べる。そして，それを承けるかたちで，

第 3・4節以降では，会計基準のグローバル・コンバージェンス問題を例に挙げて，制度

研究における実験的手法の重要性および会計制度実験という新しいアプローチの重要性

を明らかにする。最後に第 5節では，本稿の纏めを行う。

2　実験比較制度分析と会計制度実験

2.1　比較制度分析の重要性

制度とは一体何か。ある「制度」は，なぜある時に制度となり，また，なぜある時に

は制度では無くなるのだろうか。このような問いかけは，古くて新しい問題であり，こ

れまでも多くの論者が，領域を超えて議論してきた（Coase 1937，North 1990，Parsons 

1937，Putnam 1993）。本稿では，これらの議論を網羅的にサーベイすることは出来ない

が，制度がどのように生成されるのかという点に関して言えば，たとえば以下のような 2

つの見方（ないし 2タイプの制度）がある（Hayek1960, 1973, 1979, 森田 2009）。

第 1は，制度とは人為的に設計されるものであるとする見解である。このようにして出

来た人為的な制度は，設計的秩序と呼ばれる。第 2は，制度とは自然発生的に（行為の

結果として）社会に生成されるとする見解である。自然発生的に生成される制度は，自生

的秩序と呼ばれる。つまり，制度には，①ある主体が積極的に「選ぶ」「そうする」制度

（いわば，「する制度」）と，②誰かに自然に「選ばれる」「そうなる」制度（いわば「なる

制度」）があるのだが，近年，ゲーム理論を用いて，これらの両者，特に後者の視点を上

手く説明しようという新しい分析手法が注目を浴びている（渡部・仲間 2006）。そして，

これは比較制度分析（Aoki 2001, 2010）と呼ばれている。以下，この分析手法について，

詳しく述べることにする。

Aoki（2001, 2010）らが提唱する比較制度分析によれば，制度とは，他者がどのように

ゲームをプレイするかに関して持っている共有予想
4 4 4 4

（共有化された予想）であるといえる

（Aoki 2001，Grief 2006，および，青木・奥野編 1996 参照）。つまり，制度は，合理的だ

からではなく，皆がそう思うからこそ，共有予想
4 4 4 4

として生成されるのであり，他方，制

度の崩壊もそのような皆の共有予想
4 4 4 4

が揺らぐことでなされると考えることが出来る。そ

うであれば，制度について，どのような共有予想
4 4 4 4

があり，また，それは，どう変容する
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（した）のか（もしくは，しない（しなかった）のか），ということを検討しておくこと

は，制度研究に対して，一定の意義を有するものと考えることが出来る。

また，比較制度分析では，いま現在成立している（成立していた，あるいは，成立し

ようとしている）制度を，多くの選択肢の中の 1つとして捉える。つまり，ある制度が

生成される社会的選択のプロセスにおいて，その制度ではない体制を採ることがほかに
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

選択肢として存在している中で
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

成立している（成立した）ものと捉える。これは決定的

に重要な認識であるし，また，この点にこそゲーム理論の枠組みを用いて制度の生成や

変容を分析することの最大の理由がある。ゲーム理論は，プレイヤーの戦略的相互作用

をゲームとして描き，その中で均衡が導かれる諸条件を特定化する。ゲーム理論を用い

た分析を通して，ある制度が安定的に成立するための条件とそうでない条件とを，我々

は明らかにすることができるのである 3）。

2.2　実験比較制度分析：複数均衡問題の解決

ただし，比較制度分析は主にゲーム理論に依拠していることから，逆にゲーム理論の

制約を受けやすいともいえる。その最たる例が，複数均衡問題である（Cho and Kreps. 

1987）。

複数均衡問題とは，要するに 1つのゲームに均衡が複数生じてしまい，結局ゲームの帰

結が不透明となり，現実世界の予測が不可能となってしまうことをいう。たとえば，制

度の分析をしている中で，その制度の顛末を知りたいとしても，それを説明するモデル

が複数均衡となってしまっていては，結局その制度の顛末がうまく予想できないという

問題に陥ってしまう。

そしてこのような複数均衡問題を解決するためにはどうしたらよいかという均衡の精

緻化（equilibrium refinement）の論点において，重要な 1つの解決手段 4）として挙げ

られるのが，実験 5）という手法である。具体的には，経済的誘因を付与された被験者に，

実際にゲーム理論の設定のもとで意思決定を行ってもらい，ゲーム理論の予測通りの結

果に収れんするか否かを確かめるのが実験ないし実験ゲーム理論（Camerer 2003）であ

る。理論では複数の均衡が予想されたとしても，実験の結果，そのいずれかに至るとい

うことが観察出来れば，制度の顛末の予測や説明が上手く出来るかもしれない。まずこ

の点に，制度研究における実験の大きな意義があると言える。

また，もし仮に，理論が予想した均衡とは異なるところに，実際の被験者の行動が収

束したとすると，それは，実験による「意図せざる帰結」（unintended consequence）の
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発見といえ，この点も制度研究における実験の大きな意義と言える（渡部・仲間 2006）。

すなわち，実験により意図せざる結果や外部性を発見し，それを理論にフィードバック

することで，意図せざる帰結への対処方法を検討することが出来，現実の制度設計へも

大きく貢献することが可能となる。

このほか，実験によれば，被験者の意思決定や行動を直接観察することが出来るため，

様々なプレイヤーが実際にどのような認知プロセスにより，どのような意思決定を行っ

ているのかという点に注目した研究も可能となる。これは，制度分析，特に比較制度分析

においては非常に重要な意味を持つ。すなわち，比較制度分析においては，共有予想とい

う概念が極めて重要な鍵となるが，共有予想はどのように形成され，どのように変化し，

またどのように制度変容を導くかという点を，被験者の「共有予想」を直接観察したり，

直接操作することで，具体的に検証することが可能となる（渡部・仲間 2006）。

このように，制度研究，特に比較制度分析において，実験研究は，①複数均衡問題の

解決，②意図せざる帰結の発見とそのフィードバック，③共有予想の観察と操作という 3

点において，重要な意味をもつといえる。

そして，制度の生成や崩壊のプロセス（共有予想のエッセンス）をゲーム理論により

モデル化した上で，その予想が妥当かどうかを実験により検証する一連の分析手法，つ

まり，比較制度分析と実験ゲーム理論の融合を図り，制度の生成ないし崩壊のプロセス

を分析する一連の手法のことを，本稿では，実験比較制度分析と呼ぶことにする 6）。

2.3　会計研究と実験比較制度分析

では，たとえば経済・金融制度の中でも，近年その重要性が増している企業会計制度

に対して，実験比較制度分析はどのような意味をもつといえるだろうか。

まずそもそも，従来の会計研究において，実験的手法は，主に個人単体の意思決定問

題に対して用いられることが多かったように思われる。そして，このことを検討するた

めに，そもそも企業会計上の意思決定や選択とは，一体どのような場面で生じるのか考

えてみよう。

黒川（1999）によれば，会計情報の需要と供給のプロセスにおいては，ある主体が様々

な選択肢の中から何かを選択するという行為があるが，このような企業会計上の選択に

は，2つのレヴェルがあるという。

まず第 1は，社会的選択である。ここで社会的選択とは，適用可能な会計方法の集合か

ら，会計ルールとして何を選ぶか（何が選ばれるか）という選択問題（基準設定の問題）
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をいう。第 2は，私的選択である。私的選択とは，経営者が，ある経済事象に対して，会

計ルールの中からどのような会計処理方法を選び，情報利用者へ報告するかという選択

問題をいう（図 1）。

図 1　会計情報の需要供給プロセスと 2つの選択

このうち，これまでの企業会計における実験研究は，主に私的選択に焦点を当て，経営

者の意思決定問題，経営者行動に対する投資家行動，および，監査人の意思決定問題など

を対象としたものが多かったように思われる。たとえば，実験会計学の重要なペーパーの

1つである Libby et.al.（2002）は，実験会計学に係る 4つのキー・クエスチョンとして，

以下のものを挙げている。すなわち，①経営者や監査人はどのように情報を報告するか，

②財務情報の利用者は，どのようにこれらの報告を解釈するか，③個人の意思決定は市

場の振る舞いにどのように影響するか，および④情報提供者と利用者の間の戦略的な相

互関係は市場の結果にどのように影響するか，の 4つである。これらはいずれも，私的

選択を中心とした，各プレイヤー個人単体の意思決定に関する問題である。このように，

従来の企業会計における実験研究は，主に私的選択（およびその周辺）に焦点を当てた

ものが多かったように思われる。

しかしながら，企業会計における意思決定問題は，経営者や投資家，監査人といったプ

レイヤーによる個々人の意思決定だけではなく，社会的選択，すなわち，適用可能な会

計方法の集合から，会計ルールとして何を選ぶか（何が選ばれるか）という基準設定の

問題もある。そして，後述するように，近年，IFRSへのグローバル・コンバージェンス

の問題など，この社会的選択の論点が，企業会計においても重要な位置を占めてきてい

る。しかしながら，この点に関する実験研究は，ほとんどなされてこなかった。つまり，

実験により会計制度の生成や崩壊のエッセンスを分析する会計制度実験は，これまでほ

とんど皆無であったのである。

そして，ここで重要となるのが，前述の実験比較制度分析である。近年の IFRSを中心

とする世界規模でのコンバージェンスの問題は，世界の多くの国々の相互依存関係にお

ける世界規模での社会的選択の問題であり，後述するように，まさにこの実験比較制度

(F/S) 
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分析の手法が必要とされる重要な問題である。そこで，次節以降では，具体的に，IFRS

を中心とするグローバル・コンバージェンスの問題を，実験比較制度分析により（会計

制度実験により）検討することにする。

3　IFRSへのコンバージェンスの流れはいずれ崩壊するか？：会計基準のグ
ローバル・コンバージェンスの複数均衡性とその実験的検証 7）

3.1　国際会計基準へのグローバル・コンバージェンス

本節では，経済・金融制度の中でも，近年大きな注目を集めている企業会計制度，特に

IFRSの問題を題材として，制度研究における実験の重要性，そして，企業会計制度研究

における会計制度実験の重要性について考えてみよう 8）。

現在，IFRSを中心に，会計基準のコンバージェンス 9）が進んでいる。国際会計基準審

議会（IASB. International Accounting Standards Board）は，世界で 1つ（1セット）

だけの高品質な会計基準を構築することを目指しており 10），また，現状では，100 を超え

る国が IFRSを何らかの形で受け入れている。特に EUは，域内の上場企業に対して全面

導入するなど，その動きに積極的である。

他方，このような IFRS推進の流れに対して，たとえば米国は，いったんは IASBと

米国財務会計基準審議会（FASB. Financial Accounting Standards Board）との合同プ

ロジェクトをきっかけに 11），2011 年までに IFRS受け入れを最終決定するはずであった

が，現在，その決定自体が延期となってしまっている。同様に，日本も，2007 年の東京

合意以降，IFRSへのコンバージェンスの流れを加速させていた。具体的には，2012 年度

までに IFRS受け入れを最終決定し，2015 年度から上場企業へ強制適用という方向で議

論が進んでいた 12）ものの，2011 年 6 月になって，適用時期を当面 2017 年度まで延期す

ることが発表され，適用範囲の変更の可能性もあることが示唆された。このように IFRS

を軸とする会計基準のコンバージェンスの流れが今後どうなるのかについては，現在の

ところ何とも言えない状況にある。

3.2　IFRS をめぐる賛成論・反対論

では，この IFRSへのコンバージェンスについては，一体どのような議論がなされてい

るのだろうか（Hail et al. 2010）。

まずコンバージェンス賛成論の根拠としては，会計基準の比較可能性 13），および，ネッ
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トワーク外部性 14）が挙げられる（Hail. Et al. 2010，De Franco et al. 2009, Meeks and 

Swann 2009）。つまり，各国が同じ会計基準を用いれば，財務諸表の国境を越えた企業間

比較可能性が高まることで投資家保護を図ることが出来る，というのがこの立場の根拠

である。

他方，コンバージェンス反対論の根拠としては，基準間競争の必要性が挙げられる

（Sunder 2002, Dye and Sunder 2001）。たとえば，Sunder（2002）は，会計基準の質向

上のためには，世界の会計基準を IFRSだけに収斂させる独占状態よりも，様々な会計基

準を競争させたほうが望ましいとして，会計基準のグローバル・コンバージェンスに懸

念を示している。

このように，コンバージェンスを巡っては賛否両論あり，定まった見解が無いというの

が現状であるが，しかしながら，これらの先行研究には，大きく以下の 2つの限界があ

るように思われる。まず第 1は，いずれも地に足がついた議論が不足している（具体的

なレヴェルでの議論が不足している）感が否めない点である。たとえば，賛成論につい

ては，全世界の会計基準が IFRSにコンバージェンスすることで比較可能性がどの程度担

保されるのか，どれだけのネットワーク外部効果があるのか具体的には明らかではない。

他方，反対論についても，独占の弊害ないし競争原理の推奨といえども，具体的なモデ

ルに落としこんで議論がなされているわけではないので，本当に予測される効果が望め

るのか，また，逆に基準間競争を行うことの負の効果（競争の弊害）はないのか必ずし

も明らかではないように思われる。

第 2は，コンバージェンスの問題については，未だ部分
4 4

的検証しかなされていないので

はないか，という点である。すなわち，導入国における効果（株式価値関連性）の検証

や，個別基準の検証などについては，アーカイバル型の実証研究を中心に徐々に行われつ

つある（Daske et al.2008）が，しかしながら，これらはあくまで部分的な検証に過ぎな
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

い
4

。すなわち，これらは「世界に 1つ
4 4 4 4 4

（1セット
4 4 4 4

）だけの会計基準
4 4 4 4 4 4 4

」となることそのもの
4 4 4 4 4 4 4 4 4

のメリット・デメリット
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

を計測するものではないため，結局のところ，このグローバル・

コンバージェンス問題の部分的な側面しか捉えきれていない可能性がある 15）。

では，以上のような先行研究の限界を克服するためには，一体どうすればよいだろう

か。

まず，第 1の限界を克服するためには，比較可能性や基準間競争の問題をより具体的に

モデルに落としこんで議論する必要があるだろう。ここに，ゲーム理論的な分析を行う重

要性がある。また第 2の限界を克服するためには，同じ実証研究でも，実験的手法を用い
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る必要があるだろう。すなわち，このコンバージェンス問題のエッセンスを抽出し，ゲー

ム理論でモデル化した上で，そこから予想される経済的帰結を実験により検証すること

で，このコンバージェンス問題の顛末を考える作業が重要となるだろう。つまり，第 2

節で確認したような比較制度分析（Aoki 2001, Grief 2006）と実験ゲーム理論（Camerer 

2003）の融合を図る実験比較制度分析によって，制度の生成ないし崩壊のプロセスを分

析することの重要性が，このグローバル・コンバージェンスを巡る議論から理解するこ

とが出来る。

3.3　モデルのセットアップ（田口 2009 の 3× 3コーディネーション・ゲーム）

では，グローバル・コンバージェンスの問題のエッセンスはなんであり，また，それ

をどのようにモデル化出来るだろうか。ここでは，Yue-chang and Xiao（2006），藤井

（2007），篠田（2002），および，田村（2001）らのアイディアを拡張した田口（2009）の

3× 3のコーディネーション・ゲームに即して考えてみよう。

田口（2009）のモデルは，先に述べた先行研究の賛成論のいう会計基準の比較可能性

（ネットワーク外部性）と，反対論のいう会計基準間競争のエッセンスを抽象化しモデル

化したものである。具体的には，以下のようなセッティングである。

まず，社会には，2人のプレイヤー（プレイヤー 1,2）が存在し，また，3つのシステ

ム（システム A，システム B，システム N）が存在するとする。ここで，プレイヤーは，

現実世界での「国」を表現しており，また，システムは，各国の採用する会計基準ないし

会計システムを表現している。各プレイヤーは，どのシステムを選択するか意思決定問題

に立たされていると仮定する。これらのセッティングで，まず Sunder（2002）らの反対

論者がいう基準間競争のアイディアを表現している。そして，各プレイヤーは，システム

を相手のプレイヤーと共有化することでベネフィットを得るものと仮定する。これは賛

成論者が言うネットワーク外部性や比較可能性などを背景とするベネフィットを表現し

ている。また，各プレイヤーには初期採用システムが存在すると仮定する。プレイヤー 1

はすでにシステム Aを採用しており，他方，プレイヤー 2はすでにシステム Bを採用し

ているものとする。つまり，ここでは，システム Aおよび Bは，各国の既存の会計基準

を，また誰にも初期採用されていないシステム Nは，国際会計基準を，それぞれ表現し

ている。また，システム移行にはコスト（システム移行コスト）がかかると仮定する 16）。

このようなシステム移行コストは，制度変更への大きな障害となる（既存システムのまま

で居続けるインセンティブとなる）が，これは制度への「慣性」（institutional inertia），
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ないし，Schelling（1963）のいうフォーカルポイント（focal point）となっている。

ここで，プレイヤー 1，2の利得関数 πh（h=1,2）を定式化しよう。これは極めて単純

に，便益とコストとの差額で求められる。それは以下の（1）式のようになる。

πh＝bij－Ckl …（1）

ここで，bijは，プレイヤー 1がシステム i（i={A,B,N}）を採用し，かつ，プレイヤー 2

がシステム j（j={A,B,N}）を採用した際のプレイヤー h（h=1,2）の便益であり，上記の

設定より，各プレイヤーは相手と同じシステムを採用した場合（相手とコーディネーショ

ンした場合）は正の便益を得られるが，相手と異なるシステムを採用した場合は，便益

は 0となる（（2）式）。

bAA＞0, bBB＞0, bNN＞0, and bAB＝bAN＝bBA＝bBN＝bNA＝bNB＝0 …（2）

また，Cklは，プレイヤー h（h=1,2）が初期採用システム k（k={A,B,N}）からシステ

ム l（l={A,B,N}）に移行した際のシステム移行コストであり，上記の設定より，各プレイ

ヤーはシステムを変更しない場合はコスト 0となるが，システムを変更した場合は正の

コストを負担するものとする（（3）式）。

cAA＝cBB＝0, and cAB＞0, cAN＞0, cBA＞0, cBN＞0,  …（3）

以上より，ペイオフ・マトリクスは，表 1のようになる。

表 1　Payoff matrix

Player 2（初期採用システム =B）

System A System B System N

Player 1（初期
採用システム

=A）

System A bAA, bAA－cBA 0, 0 0, －cBN

System B －cAB, －cBA bBB－cAB, bBB －cAB, －cBN

System N －cAN, －cBA －cAN, 0 bNN－cAN, bNN－cBN
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3.4　モデルの均衡とそのインプリケーション

次に，このゲームを解いていこう。ここでは，以下の 4つのケースに場合分けして考

える。

まず第 1のケースは，相手とコーディネーションした際の便益が全て一定であり（bAA＝

bBB＝bNN＝b
_
），かつ，全てのコストが一定（cAB＝cAN＝cBA＝cBN＝c

_
）であり，かつ，コー

ディネーションした際の便益がコストを上回る（b
_
－c

_
＞0）状況である。これを基本モデ

ル（base model）と考え，まず本節では，この第 1のケースの分析を行う。

第 2のケースは，全てのコストが一定（cAB＝cAN＝cBA＝cBN＝c
_
）であり，かつ，相手と

コーディネーションした際の便益が一定ではない状況である。つまり，現実世界に即し

ていうとすると，システム移行コストには各国間で相違はないが，どの会計基準でコー

ディネーション（コンバージェンス）するかでその便益が異なる，つまり，会計基準間

で品質に差があるケースを表している。これを次節で分析する。

第 3のケースは，逆に，相手とコーディネーションした際の便益が全て一定であり（bAA

＝bBB＝bNN＝b
_
），かつ，コストが一定ではない状況である。また第 4のケースは，相手

とコーディネーションした際の便益が一定ではなく，かつ，コストも一定ではない状況

である（なお，後述するように，モデル上，第 2のケースは，第 3および第 4のケース

と同じ構造になっているため，第 2のケースを考察することで，第 3および第 4のケー

スも網羅することができる）。

以下では，まず基本モデルである第 1のケースを考える。この基本モデルのペイオフ・

マトリクスは，表 2のようになる。

表 2　 基本モデルのペイオフ・マトリクス

Player 2（初期採用システム =B）

System A System B System N

Player 1（初期
採用システム

=A）

System A b
_
, b

_
－c

_ 0, 0 0, －c
_

System B －c
_
, －c

_
b
_
－c

_
, b

_
－c

_
, －c

_

System N －c
_
, －c

_ －c
_
, 0 b

_
－c

_
, b

_
－c

_

たとえば，ここで，シンプルな数値例として b
_
＝2， c

_
＝1を想定してみると，ペイオフ・

マトリクスは，表 3のように書き換えることが出来る。



 制度と実験 11

表 3　基本モデルのペイオフ・マトリクス（b
_
＝2， c

_
＝1 の場合）

Player 2（初期採用システム =B）

System A System B System N

Player 1（初期
採用システム

=A）

System A 2, 1 0, 0 0, -1

System B -1, -1 1, 2 -1, -1

System N -1, -1 -1, 0 1, 1

このゲームを解いてみると，ナッシュ均衡 17）およびその性質は，以下のようになる。

観察 1　ナッシュ均衡とその性質（田口 2009）

　このゲームでは，以下の 3つがナッシュ均衡となる。

 （システム A，システム A）
（プレイヤー 1の戦略，プレイヤー 2の戦略）＝ （システム B，システム B）
 （システム new，システム new）

　ナッシュ均衡（A,A）および（B,B）は，パレート最適ではあるものの，「公平」な状況ではない（ここで，「公
平」とは，全てのプレイヤーにとって利得に偏りがない（利得が同じ）状況と定義する）。これは，1人のプレイ
ヤーだけがシステム移行コストを負担しているからである。
　他方，ナッシュ均衡（N,N）は，「公平」ではあるが，しかしパレート最適ではない。これは，全てのプレイ
ヤーが同一のシステム移行コストを負担して，新たなシステム Nに移行するからである。

ここで注目したいのは，このケースは，均衡が一意に定まらない複数均衡問題（Cho 

and Kreps 1987）となっている点である。つまり，これを，会計基準のグローバル・コ

ンバージェンスの問題に引き寄せて考えると，ポイントは 2つある。

第 1は，IASBのいう「世界に 1つ（1セット）だけの会計基準（a single set of accepted 

international financial reporting standards）」は，実は 3パターンありうるということ

である。つまり，（IASBは，上記のゲームで言うと，均衡（N,N）を推奨していること

になるが，しかしながら）全世界の会計基準が，アプリオリにある特定の会計基準にコ

ンバージェンスしなければならない必然性は実は無い，ということである。

第 2は，3つの均衡間の関係である。ここでは，「公平」（全てのプレイヤーにとって利

得に偏りがない状況）とパレート最適性との間にトレードオフ関係がある。なお，田口

（2009）は，このようなトレードオフ関係を，「国際会計基準のジレンマ」と呼ぶ。これは

極めて興味深い知見である。というのは，システム移行コストを考えると，全てのプレ

イヤーが自分の会計制度を投げ打って新たな会計制度を採用するという現在の IFRSへ

のコンバージェンスの流れ（IASBが目指す方向性）を推し進めることは，実は，社会全

⎧
｜
⎨
｜
⎩
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体としてはパレート最適な状態が充たされない（グローバル社会全体の効用を最大し得

ない）ことにつながるからである。

3.5　実験的検証：会計制度実験

では，上記の基本モデルを前提にして，実際に実験をしてみると，一体どのような帰結

が観察されるだろうか。これがまさに会計制度実験であるが，本稿では，我々が現在進め

ているプロジェクトにおける予備実験の結果の一端を紹介しよう（田口 2010b，Taguchi 

et al. 2011）。

上記の基本モデルは複数均衡となっており，結局のところ，どの均衡に行き着くかに

ついては，モデルからは予測不可能であった。ここに会計制度実験を行う必要性がある。

すなわち，モデルでは予測しきれない（絞り切れない）コンバージェンスの経済的帰結

を，実験によって確認しようというのが，会計制度実験の意義となる。

我々の予備実験では，2タイプの実験が行われた。1つはワンショット（1回限り）の

ゲームである。またもう 1つは，繰り返しゲームである。繰り返しゲームは，全 6ラウ

ンド行われ，ゲームの結果はその都度フィードバックされた。どちらもペアはランダム・

マッチングで決定され，各被験者は，経済的誘因（謝金）により行動を動機付けられて

いる 18）。

次に実験の結果を確認しよう。まず，ワンショットのゲームであるが，被験者が採用

したシステムの割合は，以下の表 4および図 2のようになる。

表 4　 被験者が採用したシステムの割合

Keep own
initial system

Adopt the
partner’s system

Adopt the
System N

Total

Sample size 38 34 6 78

Rate 48.7% 43.6% 7.7% 100%
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図 2　 被験者が採用したシステムの割合

図 2および表 4 からわかるとおり，被験者の多くは，初期採用システムのままでい

る（Keep own initial system. 48.7%）か，もしくは相手の初期採用システムに合わせる

（Adopt the partner’s system. 43.6%）かのどちらかの戦略を採用し，システム Nへ移行

するという被験者はわずかであった（7.7%）。また各プレイヤー間の戦略の組み合わせは，

以下の表 5のようになる。

表 5　 各プレイヤー間の戦略の組み合わせ

Player 2（own initial system=B）

A B N

Player 1
（own initial

 system=A）

A 7.69% 20.51% 2.56%

B 12.82% 43.59% 5.13%

N 5.13% 2.56% 0.00%

表 5からわかるとおり，「公平」な均衡である（N,N）の組み合わせに至る割合は，何

と 0%であった。これは興味深い帰結である。なぜなら，先に見たように，ゲーム理論に

よれば，（N,N）の組み合わせはナッシュ均衡となっており，他の均衡と優劣のつくもの

ではないはずである。つまり，理論の予想からすれば，「世界に 1つ（1セット）だけの

会計基準（a single set of accepted international financial reporting standards）」は，実

は 3パターンあり，また，それらの間での優劣はないはずである。しかしながら，このよ
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うな理論の予想に反して，（N,N）の組み合わせに至る割合は極めて低く，また他方，他

の均衡（A,A）と（B,B）の組み合わせに至る割合の合計は，51.3%と極めて高かった。

つまり，この結果からすると（そしてグローバル・コンバージェンスの文脈に即して

いうとすると），「公平」な（利得に偏りがない）コンバージェンスは達成されず，「不公

平」だがパレート最適なコンバージェンス（（A,A）ないし（B,B）の組み合わせ）は短期

的には（ワンショットでは）達成されうる，ということが示唆される。すなわち，現状

の IASBの目指すような新しい基準（IFRS）でのコンバージェンスは達成されず，たと

えば米国を中心とするような既存基準での「不公平」なコンバージェンスは短期的には

達成されうるということが，この実験結果から示唆されるのである。

なお，このような「不公平」なコンバージェンスが達成されやすいのは，自分の初期

採用システムを変更せず，自国基準にコンバージェンスさせたいと思ういわば「エゴイ

スト」なプレイヤー（たとえば米国）と，そのようなエゴイストの存在を予想して，自

国基準を変更してまでも相手基準に合わせることで場を繕う「お人好し」なプレイヤー

（たとえば日本）とが，上手くマッチングするからであると考えられる。

ここで更に，繰り返しゲームの結果も確認してみよう。繰り返しゲームにおいて，被

験者が採用したシステムの割合は，以下の表 6および図 3のようになる。

表 6　被験者が採用したシステムの割合

Round
Keep own

initial system
Adopt the

partner’s system
Adopt the
System N

Total

1 65.38% 23.08% 11.54% 100%

2 80.77% 19.23% 0.00% 100%

3 73.08% 23.08% 3.85% 100%

4 80.77% 19.23% 0.00% 100%

5 84.62% 15.38% 0.00% 100%

6 53.85% 42.31% 3.85% 100%

Total 73.1% 23.7% 3.2% －
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図 3　被験者が採用したシステムの割合

表 6および図 3からわかるとおり，繰り返しゲームになると，更に結果がはっきりと

してくる。すなわち，繰り返しゲームにおいては，多くの被験者が，初期採用システム

のままでいる戦略（Keep own initial system. Totalで 73.1%）を採用した。また各プレ

イヤー間の戦略の組み合わせは，以下の表 7のようになる。

表 7　各プレイヤー間の戦略の組み合わせ

Player 2（own initial system=B）

round A B N

Player 1
（own initial

 system=A）

A
1-3 10.3% 51.3% 5.1%

4-6 28.2% 53.8% 2.6%

B
1-3 5.1% 23.1% 0%

4-6 7.7% 7.7% 0%

N
1-3 0% 5.1% 0%

4-6 0% 0% 0%

表 7からわかるとおり，ここでも「公平」な均衡である（N,N）の組み合わせに至る割

合は 0%であった。また，同じくナッシュ均衡である（A,A）および（B,B）の組み合わ

せに至る割合は，前半（1-3 ラウンド）合計 33.4%，後半（4-6 ラウンド）合計 35.9%と

比較的高い値であるものの，しかしながら，これは最も割合の高い組み合わせではなかっ

た。最も割合の高い組み合わせは，（A,B）の組み合わせ，つまり，お互いが「何もしない
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（初期採用システムのままでいる）」戦略を採るという組み合わせであった（前半 51.3%，

後半 53.8%）。

これは理論では予想できなかった，いわば「意図せざる帰結」（the unintended 

consequence）といえよう。なぜなら，繰り返しゲーム実験になると，更に理論の予想か

ら乖離して，ナッシュ均衡の 1つである（N,N）の組み合わせに至る割合はおろか，他の

均衡（A,A）と（B,B）の組み合わせに至る割合も低下し，多くのプレイヤーが何もしな

いという（A,B）の組み合わせに落ち着いてしまうのである。

つまり，この結果を，グローバル・コンバージェンスの文脈に即して分析するならば，

「公平」な（利得に偏りがない）コンバージェンスも，「不公平」だがパレート最適なコ

ンバージェンス（（A,A）ないし（B,B）の組み合わせ）も，長期的にはどちらも達成され

ない，ということが示唆される。すなわち，IASBが目指す IFRSを中心としたコンバー

ジェンスも，米国が目指す米国基準中心のコンバージェンスも，どちらも達成し得ない

ことが，この実験結果からは示唆されるのである。

なお，このような「意図せざる帰結」に陥ってしまうのは，長期的には，自分の初期

採用システムを変更せず，自国基準にコンバージェンスさせたいと思ういわば「エゴイ

スト」なプレイヤー（国）の割合が増加してしまうからであると考えられる。特にワン

ショット（短期）では存在した「お人好し」プレイヤーが，長期的なプレイの中で，「お

人好し」ではなくなり，「エゴイスト」に変身するからであると考えられるが，これは，

「エゴイスト」と「お人好し」との間で成立するコンバージェンスの「不公平」さ（利得

に偏りがある）ゆえの当然の帰結であると思われる。

4　高品質の新たな会計基準を作ればそれで足りるか？：実験的検証

4.1　第 2のケースのモデル分析（Taguchi 2011）

次に，第 4節では，前節で示したモデルの第 2のケースについて分析を行った上で，第

3節と同様，予備実験の結果の一端を紹介することにしたい。

第 2のケースは，全てのコストが一定（cAB＝cAN＝cBA＝cBN＝c
_
）であり，かつ，相手と

コーディネーションした際の便益が一定ではない状況である。つまり，システム移行コス

トには各国間で相違はないが，どの会計基準でコーディネーション（コンバージェンス）

するかでその便益が異なる，つまり，会計基準間で品質に差があるケースを表している。

ここで，ペイオフ・マトリクスは，表 8のようになる。
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表 8　第 2のケースのペイオフ・マトリクス

Player 2（初期採用システム =B）

System A System B System N

Player 1（初期
採用システム

=A）

System A bAA, bAA－c
_ 0, 0 0, －c

_

System B －c
_
, －c

_
bBB－c

_
, bBB －c

_
, －c

_

System N －c
_
, －c

_ －c
_
, 0 bNN－c

_
, bNN－c

_

表8より，このケースでは，ナッシュ均衡は，表の対角線上にある bAA－c
_
, bBB－c

_
, bNN－c

_

の 3つの変数と 0との大小関係で決せられることがわかる。よって，これらの（0も含め

た）4つの数の大小関係を場合分けすると，次の 24 通りが考えられる（表 9）19）。

表 9　4つの数の大小関係とナッシュ均衡 .

状況 Small large The Nash equilibrium

1 0 bNN－c
_

bBB－c
_

bAA－c
_ （A,A）,（B,B）, and（N,N）

2 bNN－c
_ 0 bBB－c

_
bAA－c

_ （A,A）and（B,B）
3 bNN－c

_
bBB－c

_ 0 bAA－c
_ （A,A）

4 bNN－c
_

bBB－c
_

bAA－c
_ 0 （A,B）

5 0 bBB－c
_

bNN－c
_

bAA－c
_ （A,A）,（B,B）, and（N,N）

6 bBB－c
_ 0 bNN－c

_
bAA－c

_ （A,A）and（N,N）
7 bBB－c

_
bNN－c

_ 0 bAA－c
_ （A,A）

8 bBB－c
_

bNN－c
_

bAA－c
_ 0 （A,B）

9 0 bNN－c
_

bAA－c
_

bBB－c
_ （A,A）,（B,B）, and（N,N）

10 bNN－c
_ 0 bAA－c

_
bBB－c

_ （A,A）and（B,B）
11 bNN－c

_
bAA－c

_ 0 bBB－c
_ （B,B）

12 bNN－c
_

bAA－c
_

bBB－c
_ 0 （A,B）

13 0 bAA－c
_

bNN－c
_

bBB－c
_ （A,A）,（B,B）, and（N,N）

14 bAA－c
_ 0 bNN－c

_
bBB－c

_ （B,B）and（N,N）
15 bAA－c

_
bNN－c

_ 0 bBB－c
_ （B,B）

16 bAA－c
_

bNN－c
_

bBB－c
_ 0 （A,B）

17 0 bBB－c
_

bAA－c
_

bNN－c
_ （A,A）,（B,B）, and（N,N）

18 bBB－c
_ 0 bAA－c

_
bNN－c

_ （A,A）and （N,N）
19 bBB－c

_
bAA－c

_ 0 bNN－c
_ （N,N）and （A,B）

20 bBB－c
_

bAA－c
_

bNN－c
_ 0 （A,B）

21 0 bAA－c
_

bBB－c
_

bNN－c
_ （A,A）,（B,B）, and（N,N）

22 bAA－c
_ 0 bBB－c

_
bNN－c

_ （B,B）and （N,N）
23 bAA－c

_
bBB－c

_ 0 bNN－c
_ （N,N）and （A,B）

24 bAA－c
_

bBB－c
_

bNN－c
_ 0 （A,B）
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表 9では，以下の 3つが示されている。

まず第 1は，コーディネーションした際の便益が移行コストを下回る場合（つまり便

益とコストとの差が 0よりも小さくなる場合），当該コーディネーションがナッシュ均衡

から排除されていく状況が示されている。つまり，コーディネーションした際の便益が

移行コストを下回るような質の低い 20）（いわば，コンバージェンスに耐え得ない）会計基

準でのコンバージェンスは，ナッシュ均衡にはならないということが示されている。こ

れは直感にも適う常識的な結果であると言える。

また第 2は，全てのコーディネーションセット（A,A），（B,B），および（N,N）におい

て，コーディネーションした際の便益が移行コストを下回る場合には，戦略の組み合わ

せ（A,B）が，唯一のナッシュ均衡となることも示している（たとえば，状況 4, 8, 12, 16, 

20, および 24 を参照）。これは具体的には，どの会計基準も質の低い（コンバージェンス

に耐え得ない）ものであったとしたら，全てのプレイヤーが自国基準のままでいるとい

う状況だけがナッシュ均衡となるということを示唆しており，これも直感に適う常識的

な結果であると言える。

第 3は，状況 19 および 23 であるが，特に bNN－c
_
のみが 0よりも大きい場合，つまり，

システム Nでのコーディネーションのみが，コーディネーションした際の便益と移行コ

ストとの差が 0を上回る（他のシステムでのコーディネーションでは，移行コストのほ

うが大きくなってしまう）場合は，（N,N）の組み合わせだけではなく，（A,B）の組み合

わせもナッシュ均衡となるということが示されている。これは具体的には，新しい（誰

も初期採用していない）会計システム Nのみが質の高い（コンバージェンスに耐えうる）

システムであり，かつ，既存システム A，Bは質が低い（コンバージェンスに耐え得な

い）という状況では，システム Nへのコンバージェンス（（N,N）の組み合わせ）がナッ

シュ均衡となると共に，全てのプレイヤーが初期採用システムのままでいるという帰結

（（A,B）の組み合わせ）もナッシュ均衡となるということを示唆している。これは，直感

に反する興味深い結果である。

そこで，この第 3の点に注目し，具体的には，bAA＝bBB＝0.5, bNN＝2, cAB＝cAN＝cBA＝

cBN＝c
_
＝1.という数値例を用いて，以下で更に踏み込んで検討することにしよう。この数

値例のもとでのペイオフ・マトリクスは，表 10 のようになる。
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表 10　ケース 2，状況 19・23（数値例：b
_
＝2， c

_
＝1.）

Player 2（初期採用システム =B）

System A System B System N

Player 1（初期採用シ
ステム =A）

System A 0.5, -0.5 0,0 0,-1

System B -1,-1 -0.5,0.5 -1,-1

System N -1,-1 -1,0 1,1

4.2　ナッシュ均衡とそのインプリケーション

表 10 のゲームのナッシュ均衡とその性質をまとめてみると，以下の観察 2のようにな

る。

［観察 2］新システムNだけが全てのプレイヤーにとって「質の高い」システムである場合のナッシュ均衡とその性質

　bNN－c
_のみが 0よりも大きい場合，つまり，全てのプレイヤーにとって，システム Nでのコーディネーショ

ンのみが，コーディネーションした際の便益が移行コストを上回る（他のシステムでのコーディネーションでは，
移行コストのほうが大きくなってしまう）場合，（N,N）の組み合わせだけではなく，（A,B）の組み合わせもナッ
シュ均衡となる。
　ナッシュ均衡（N,N）はパレート最適であるが，ナッシュ均衡（A,B）はパレート最適ではない。

このケースも，均衡が一意に定まらない複数均衡問題となっている点に注目したい。つ

まり，「高品質」な新しいシステムを採用するという戦略の組み合わせだけではなく，何

もしない（初期採用システムを採用し続ける）という戦略の組み合わせも，同時にナッ

シュ均衡になっているのである。これを，会計基準のグローバル・コンバージェンスの

問題に引き寄せて考えると，ポイントは 2つある。

第 1は，コンバージェンスの問題を解決するためには，高品質な会計基準を作ればそれ

でよいということではない，ということである。つまり，たとえ高品質な会計基準を作っ

たとしても，そこへのコンバージェンスは必ずしも必然的な結果ではなく，パレート最

適ではないが，皆が何もしないというもうひとつの帰結へと向かう力も，同時に働いて

しまうのである。また第 2は，だからこそ，IASBは，コンバージェンスに向けて，単に

IFRSの品質向上に目を向けるだけでは不十分であるということである。IASBは，既存

の会計システムの質にも目を向け，それらとの関係性を見据えながら，コンバージェン

スを進めていく必要があるといえる。
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4.3　実験的検証：会計制度実験

では，上記のモデルを前提にして，実際に実験をしてみると，一体どのような帰結が

観察されるだろうか。本節でも，前節同様，我々が現在進めているプロジェクトにおけ

る予備実験の結果の一端を紹介しよう（田口 2010b，Taguchi et al. 2011）。

上記のモデルは複数均衡となっており，結局のところ，どの均衡に行き着くかモデルだ

けからは予測不可能であった。ここに会計制度実験を行う必要性がある。すなわち，モ

デルでは予測しきれないコンバージェンスの経済的帰結を，実験によって確認しようと

いうのが，ここでの会計制度実験の意義となる。

我々の予備実験では，第 3節同様，2タイプの実験が行われた。1つはワンショット（1

回限り）のゲームである。またもう 1つは，繰り返しゲームである。実験のデザイン等

は，先の第 3節と同様である。

次に実験の結果を確認しよう。まず，ワンショットのゲームであるが，被験者が採用

したシステムの割合は以下の表 11 および図 4のようになる。

表 11　被験者が採用したシステムの割合（ワンショットゲーム）

Keep own
initial system

Adopt the
partner’s system

Adopt the
System N

Total

Sample size 30 2 46 78

Rate 38.5% 2.6% 59.0% 100%

図 4　被験者が採用したシステムの割合

表 11 および図 4からわかるとおり，被験者の多くは，初期採用システムのままでいる
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（Keep own initial system. 38.5%）か，もしくは新たなシステム Nを採用する（Adopt 

the system N. 59.0%）かのどちらかの戦略を採用し，相手の初期採用システムへ移行す

るという被験者はわずかであった（2.6%）。

また繰り返しゲームの結果を確認しよう。被験者が採用したシステムの割合は，表 12

のようになる。

表 12　被験者が採用したシステムの割合

round
Keep own

initial system
Adopt the

partner’s system
Adopt the
System N

Total

1 30.77% 0.00% 69.23% 100%

2 19.23% 0.00% 80.77% 100%

3 3.85% 0.00% 96.15% 100%

4 26.92% 0.00% 73.08% 100%

5 42.31% 0.00% 57.69% 100%

6 46.15% 0.00% 53.85% 100%

表 12 からわかるとおり，被験者の多くは，前半から中盤にかけてシステム Nを採用

（Adopt the system N.）し，また後半は，システム Nを採用するか，初期採用システム

のままでいるかのどちらかであった。なお，相手の初期採用システムへ移行するという

被験者は皆無であった。また各プレイヤー間の戦略の組み合わせは，以下の表 13 のよう

になる。

表 13　各プレイヤー間の戦略の組み合わせ

Player 2（own initial system=B）

round A B N

Player 1
（own initial

 system=A）

A
1-3 0% 13% 5%

4-6 0% 10% 31%

B
1-3 0% 0% 0%

4-6 0% 0% 0%

N
1-3 0% 5% 77%

4-6 0% 23% 36%
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表 13 からわかるとおり，特に前半は，ナッシュ均衡の 1つである（N,N）の組み合わ

せに至る割合が 77%と最も大きかった。他方，同じくナッシュ均衡である（A,B）の割

合は，前半 13%，後半 10%と相対的に小さかった。

このことだけからすると，理論の予想する 2つのナッシュ均衡のうち，（N,N）の組み

合わせが成立しうると考えられるかもしれない。つまり，唯一質の高い（割に合う）シス

テム Nへのコンバージェンス（でかつパレート最適な状況）が成立しうる可能性が示唆

されるかもしれず，この点からすると，「質の高い会計基準を作っておけばそれでよい」

という極めて常識的な結論に至りそうである。

しかしながら，ここで注目したいのは，後半（4-6 ラウンド）の割合である。実は，後

半は，（N,N）の組み合わせは 36%にダウンし，その代わりに，（N,B）および（A,N）の

組み合わせの割合が上昇している（合計 54%）。これは何を意味しているのだろうか。

ここで（N,B）および（A,N）の組み合わせは，システム Nを採用するプレイヤーと，

初期採用システムのままでいるプレイヤーとの組み合わせを意味する。よって，これらの

組み合わせが増加し，（N,N）の組み合わせが減少したということは，全体として，初期

採用システムのままでいるプレイヤーの比率が増えたということを意味する（実際，表

12 からもそのことが確認できる）。ではなぜ，この比率が増加したのだろうか。

この予備実験では，ラウンド数が少なかったこともあり，はっきりとした原因までは

つかめなかったが，概ね以下のような理由であると推測できる。まず，システム Nを採

用しようとするプレイヤーにとっては，相手がシステム Nであればプラスの利得となる

ものの，相手が初期採用システムのままであれば，移行コスト分利得がマイナスとなっ

てしまう，という点が重要である。つまり，システム Nを採用するプレイヤーにとって

は，社会全体でのシステム Nを採用するプレイヤーの割合が大きく，相手もシステム N

を採用してくれるのであれば問題がないのであるが，ひとたびシステム Nを採用しない

プレイヤーに遭遇しマイナスの利得を経験してしまうと，システム Nを採り続けるイン

センティブを失う。なぜなら，システム Nを採用することは，最大利得 1を得られる機

会を有する反面，他方，相手の出方によっては最大損失 -1 を被る可能性もあるからであ

る。そして，最大損失 -1 を実際に体験し初めて自らの戦略の危うさに気付かされ，被験

者は，他の代替的戦略との比較検討の機会を得るのであるが，そのとき同時に，保守的

に初期採用システムのままであれば（コーディネーション出来たとしてもそのときの利

得は 0.5 であり，N採用時の 1には及ばないものの）最大損失は 0であり，安定したマイ
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ナス回避がなしうることに気付かされるのかもしれない（つまり，最大損失の最小化を

図るミニマックス定理を採用するようになる）。そして，初期採用システムを採る被験者

がこのように増えていくと，当初システム Nを採用していた他の被験者も初期採用シス

テムを採用する方向に戦略変更を図るというフィードバック効果が働き，一気にシステ

ム Nを採用するプレイヤーと，初期採用システムのままでいるプレイヤーの割合が変化

していくと考えられる。

グローバル・コンバージェンスの文脈に即して分析するならば，この実験結果は，高

品質な新しい IFRSへのコンバージェンスを図ろうという国があったとしても，保守的

に自分の国の基準を守ろうとする国が存在することで，長期的には多くの国がコンバー

ジェンス戦略を採るインセンティブを失い，結局自国基準を維持する戦略に逆戻りして

しまう，というフィードバック効果が働く可能性があることを示唆している。そしてそう

であれば，やはり「質の高い会計基準を作っておけばそれでよい」ということではなく，

たとえば，自国基準を守ろうとする国の会計基準の質をきちんと見据え，自国基準を守ろ

うとする国を上手くコントロールしながら，コンバージェンス戦略を進めていく姿勢が，

IASBには求められるかもしれない。たとえば現在，米国と日本が，それぞれ強制適用の

是非を決定する期日を延期したりすることにより，自国基準を守ろうという戦略に大き

く方向転換している。つまり，まさにここでの，「初期採用システムのまま」で居続けよ

うとするプレイヤーが米国と日本であるように思われるのである。IASBが，もしこのコ

ンバージェンスを今後も推進しようとするのであれば，米国や日本をどうコントロール

するか，また，米国基準や日本基準の品質と IFRSの品質との関係をどのように考える

か，という点が，極めて重要になるだろう。

5　おわりに

本稿は，IFRSを中心とする会計基準のグローバル・コンバージェンス問題をひとつの

例として，制度研究における実験の重要性を明らかにするとともに，特に企業会計制度

の生成や変容を実験的手法により分析する会計制度実験という新たな研究手法の重要性

を明らかにすることを目的とするものであった。

本稿で得られるインプリケーションは以下の 3つである。

（1）企業会計制度の分析には，会計制度実験（実験比較制度分析）の手法が有効である
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こと。

（2）各国が自国の初期採用システムを維持し続けることで，IFRSへのコンバージェンス

の流れは，長期的には崩壊する可能性があること。

（3）既存基準の品質が低く，かつ，高品質の新たな会計基準が存在する場合，当該新基準

へのコンバージェンスへ向かう力と，既存基準を維持し続けようとする力の2つの方向

性が生じうること。逆に言えば，コンバージェンスを成功させるためには，高品質の新

たな会計基準を作ればそれですむということではなく，既存基準とのかかわりの中で，

新基準を位置付けていく必要があること。
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注
1 ） この概念は，船木（2006）のいう「政治経済実験」という概念にその基礎をおいている。
2） 具体的には，山地（2008, 2009），上枝（2007），ないし，田口（2009b）などを参照。
3） このような視点については，河野（2002）や河野・広瀬（2008）参照。
4） 実験の他には，進化ゲーム理論などによる分析が挙げられるかもしれない。
5） 実験とは，他の条件は一定にして，ある 1つの独立変数だけを実験操作によって変化させ，
従属変数の変化が仮説どおりに起こるかどうかを調べるための手法をいう（清水・河野編 

2008, p.99）。
6） なお，具体的な制度実験およびそのメリット等については，川越（2010）や上條・竹内
（2007）などを参照。

7） 第 3節のモデル部分は田口（2009a），第 4節のモデル部分は Taguchi（2011），予備実験の
部分は田口（2010b）および Taguchi et al.（2011）での議論が，それぞれ基礎となってい
る。

8） 本節では，斎藤（2009, 2010），田中（2010），辻山（2010），田村（2001），篠田（2002），
磯山（2010），徳賀（2001），藤井（2007），太田（2007）などでの議論も参考にしている。

9） 国際会計基準を巡っては，「調和化（harmonization）」，「収斂（convergence）」，ないし
「採用（adoption）」など様々な用語が，微妙なニュアンスの違いで用いられることが多い
が，たとえば，山田（2009）によれば，広義のコンバージェンスとして，上記の収斂と採
用とを広く含める場合もあるという。よって，本稿においても，両者を含む広義の意味で
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コンバージェンスという用語を用いることにする。
10） たとえば，IASB website（http://www.ifrs.org/The+organisation/IASCF+and+IASB.htm）

には，IASBの目的について，”to develop a single set of high quality, understandable, 

enforceable and globally accepted international financial reporting standards（IFRSs）
through its standard-setting body, the IASB.” との記述がある。

11） 米国の会計戦略については，たとえば杉本（2009）に詳しい。
12） たとえば，平松（2009）などを参照。
13） IASC（1989）は，比較可能性を財務諸表の質的特徴（qualitative characteristics of financial 

statements）の 1つに挙げている。
14） ネットワーク外部性（Network Externalities）とは，同じ行動を取るプレイヤーが増加す
ればするほど，各プレイヤーが便益を得るような現象をいう（Katz and Shapiro 1994）。
たとえば，家庭用 VTRの VHSと Betaの争いや，携帯電話，インターネットのプロバイ
ダなどのネットワーク産業などを考えてみると，より大きな規模を持つネットワークに加
入した方が消費者の利便性が高まるような現象が見受けられる。そして，その場合，大き
な規模を持つネットワークは，加入者の更なる増加を呼ぶフィードバック効果をもたらし，
結局は，そのような大規模ネットワークのみが生き残るという顛末になる（たとえば家庭
用 VTRなどの例でも，結局は VHSのみが生き残ることとなった）。

15） アーカイバル型の実証研究による制度の有用性検証は，結局，実際に制度が完成した後で
なければ成し得ない（後追いである）ため，実際に「世界に 1つ（1セット）だけの会計
基準」状態にならなければ，このグローバル・コンバージェンスの問題の全体的な効果を
検証することは困難であると言わざるをえない。

16） 現実世界においても，たとえば国際会計基準への制度移行コストが多額となることが，先
行研究において示されている。日本の状況について小津・梅原編（2011）等参照。

17） ここでは当面，混合戦略は考えず，純粋戦略のみに焦点を当てることにする。
18） 詳細なデザインや被験者数などは，Taguchi et al.（2011）を参照。
19） なお，本稿では，紙面の都合上取り扱わないが，ケース 3と 4も，結局はこれら 4つの変
数の大小関係でナッシュ均衡が変わるため，本質はケース 2と同じであるといえる。よっ
て，ケース 2を分析することで，同時に，ケース 3と 4の分析も網羅しうるものと考えら
れる。

20） ここでの質の高い（または，質の低い）システムとは，当該システムでのコーディネーショ
ンによる便益が，当該システムへの移行コストを上回る（下回る）ような状況にあるシス
テムのことをいう。つまり，ここでは「割に合う（割に合わない）」という意味で，会計基
準ないし会計システムの質を定義する。

 　なお，会計基準の質ないし会計利益の質をどのように捉えるのかという点について，たと
えば実証研究の文脈では，会計利益の中に占める営業活動によるキャッシュフロー（CFO）
の割合を代理変数とし，その割合が高ければ（逆に言えば，アクルーアルス（会計発生高）
の割合が低ければ），利益の質は高いとされることが多いようである。しかしながら，この
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ような代理変数が本当に質を表現できるのかという点については議論も多い。この点につ
いては，たとえば，黒川（2007）や中島（2011）などを参照。
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